
１．委員会活動報告

委員会名 委員会開催数 　　　　　　　　　　　　活　動　概　要

地震防災総合研究特別研究委員
会
委員長　西川孝夫
委　員　２１名

１０回

地震情報対応策小委員会
主査　久保哲夫
委員　１７名

１５回

総合耐震安全性小委員会
主査　濱田信義
委員　１８名

２８回

都市構造防災化小委員会
主査　中林一樹
委員　２６名

１４回

防災対策原資小委員会
主査　峰政克義
委員　１０名

２０回

日本建築学会「地震防災総合研究特別研究委員会」活動報告書

第三次提言から、地震防災対策に関わる財源のあり方に関する研究で、初年度はまず税制と保険の現状と活用可能性など問題点の把握か

らはじめた。下半期に平成１１年度科技庁科学技術振興調整費に応募すべく、総合研究課題「防災原資の抑制と環境負荷の提言を目的とす

る、耐震安全性向上の総合的最適化に関する研究」としてとりまとめ提案したが、ヒアリングの結果採用には至らなかった。この課題取りまと

めの過程で、対象領域のより明確な把握と参画としていただける研究者の広がりを得ることができた。また、平成１２年度科技庁科学技術振

興調整費として新規課題に「木造住宅市街地の耐震安全性向上技術と評価システムの研究開発」を生活・社会基礎研究に提案した。さらに

1999年11月1日に公開シンポジウム「防災対策を促す新しい地震保険の構築に向けて」を開催し、約100名の参加者を得て活発な議論を展開

し今後この分野の研究に大きな成果を挙げることができた。

これまでの多大な努力にも関わらず、東京の木造密集住宅市街地は28,000haにも 及び、緊急な整備を要する危険な市街地も6,000haに達し
ている。全国の都市部 には、同様に広大な木造密集市街地が広がっており、この市街地を対象とする防  災都市づくり・防災まちづくりが急が
れている。その計画技術的手法は過去の研究蓄積と阪神・淡路大震災以降の研究開発によって定式化されたところであるが住民参加・住民
主体のまちづくり実現の手法は、十分に開発されているわけでは  ない。さらに、都市型災害によって大量に発生する被災者の生活復興及び
都市の復旧・復興の手法も、阪神・淡路大震災の教訓を充分に活用したシステムとして必ずしも体系的に整備されているわけではない。この
小委員会では、災 害に強い都市構造の実現方策と、被災者の生活復旧・都市復興システムの体系化を目指すものである。本小委員会では３
年間を通しての活動方針を「連続１０回の公開研究会」と決め、広く学会員の参加のもとで活動することとした。以下は今後の公開研究会の開
催予定であるが、（これまでの活動は別紙報告書を参照）毎回資料集を作成するとともに盛況で活発な討論が行われ成果が挙げることができ
た。
今後の予定は第９回を1０月２５日：比較震災復興学－台湾から何を学び、阪神から何を学ぶか－課題に台湾大地震と阪神・淡路大震災から
得た都市災害の復興について討論することとなった。
第10回  2000年 １2月頃 ：２１世紀の都市づくり・まちづくりと防災について開催する予定である。

兵庫県南部地震特別研究委員会のあとを受けて発足させ、本委員会のもとに４つの小委員会を設置した。
各小委員会の活動報告はそれぞれの報告一覧を参照願うが、本委員会は各小委員会の活動方針や報告の承認を行い、地震防災の総合的
な取り組みの調整を果たした。また本委員会としては、1999年3月17日に第１回公開シンポジウム「地震情報をどのように活断層に活用する
か」のテーマでシンポジウムを開催、,第２回公開シンポジウムは2000年3月27日に「地震被災危険度の評価およびその公開を前提とした防災
対策のあり方について」開催した。2000年1月27日～28日に神戸で開催された「阪神・淡路大震災から５年」の特別事業に参加し、岡田会長の
特別講演、本会の取り組みについて報告を行った。また同時開催された「震災対策技術展」にも参加し、本会の防災対策事業の紹介をパネル
等で行った。２０００年度東北大会では総合研究協議会として、地震被災危険度の公開を前提とした防災対策のあり方についての討論を行っ
た。

阪神・淡路大震災以後に各機関より発信される多種の地震に関する情報に、建築の立場よりどのように対応すればよいのかについて検討し

てきた。地震情報の例は、総理府地震調査研究推進本部より発信される活断層調査結果、長期的な地震発生確率の評価・余震情報等であ

る。これらの情報を実際の防災計画に取り組むシステムを検討してきた。これらの議論をまとめ1999年3月に公開ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ「地震防災をどの

ように防災対策に活用するか」で活動成果を発表した。また、1999年11月10日に「地震情報とその地域防災計画へのとりこみについて」の公

開小委員会を開催し、実際に地域防災計画を策定される側の方々から、地震調査研究推進本保等より発信される地震情報（狭い意味では活

断層調査結果等に限るが、広い意味では、地震警報、避難勧告等を含める）をどのように計画策定に取り入れてきたか／取り入れたらよいか

を、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府の事例について担当者よりご報告いただいた。第２回ミニシンポジウム　「地震情報とその地域防災計

画へのとりこみについて」について2000年2月14日に川崎市、横浜市、小田原市の防災担当者から事例の報告を受け討論を行った。

第三次提言で提案された「耐震メニュー」の具体化をはかるため初年度の活動として「機能損傷のイメージ」について検討を行った。地震の被

害を無被害、軽損、中損、大破、崩壊の５段階に分け（人命、身体の被害、建物諸機能の被害、補修の必要性と規模、架構の被害）の４つの

側面からそれぞれの段階に想定される状況を、専門家でない人々にも理解できるような一般的な言葉を用いて記述した。建物諸機能の被害

については（落下物防止、避難安全、火災抑制、業務維持）の各視点からさらに詳細な記述を試みているが、これらの記述（設計目標）に対し

て具体的な設計法をどのように対応させて行くかが今後の課題である。2000年1月21日に公開シンポジウム「耐震設計における安全レベルの

設定手法」を開催し、関係者のご意見ご批判をいただき今後の成案作成について検討を行った。
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２．シンポジウム活動報告

テーマ 講師 内容（概要） 日時 場所 参加者 備考

第１回公開シンポジウム
「地震情報をどのように防災対策に活
用するか」

岡田恒男他８名 科学技術庁地震調査研究推進本部を中心にいくつかの地震発生
確率等に関する情報が積極的に公表されるようになってきている。
一方その情報を得た一般国民、行政はどのような対応をすべき
か。具体的な防災情報として受け取るにはなにが必要か。情報の
発信サイド、受信サイドからの本音で話しあえるパネルデイスカッ
ションを行い、この研究分野の情報公開論が積極的に議論され
た。

1999年3月17日（水）
13:00～17:00

建築会館ホール ５０名 主催：
地震防災総合研究
特別研究委員会

第２回公開シンポジウム「地震被災危
険度の評価およびその公開を前提とし
た防災対策のあり方について」

西川孝夫他８名 地震防災総合特別研究委員会では、機会をとらえ小委員会での活
動をそれぞれ公開研究会、公開シンポジウムの形で公表してきま
したが、委員会全体としての約１年半の活動をまとめて報告するこ
とと、地震被災危険度の評価およびその公開を前提とした防災対
策（防災用原資の考え方）についてパネルディスカッションを行いま
す。

2000年3月27日（月）
13:30～17:00

建築会館ホール ６０名 主催：
地震防災総合研究
特別研究委員会

大会総合研究協議会
「地震被災危険度の評価およびその公
開を前提とした防災対策のあり方につ
いて」

西川孝夫他６名 活断層調査等の地震情報の公開、地　域危険度の公開、地域ある
いは個々　の建築物の耐震安全性の評価とその　結果の公開を前
提とした、防災対策　のあり方について討論する。

2000年9月9日（土）
9:30～12:00

日本大学工学部 300名 主催
地震防災総合研究
特別研究委員会

第３回公開シンポジウム「活動報告と
建物の安全性能評価」

西川孝夫他６名 地震防災総合特別研究委員会は過去３年間にわたり４つの小委員
会を設け研究活動を行ってきました。本年３月でその任務を一応終
了いたします。４月から内容を一部変更するとともにメンバーを一
新し、継続研究を行うことなりましたが、過去３年間の活動報告、さ
らに研究成果をもとにしたパネル討論会を開催することにいたしま
した。今回は構造物の性能評価に重点をあてて討論していきたい
と考えています。

200１年5月9日（水）
13:30～17:30

建築学会会議室 　　60名 主催
地震防災総合研究
特別研究委員会

阪神・淡路大震災から５年
－建築および都市の防災性向上に関
する提言から５年－

岡田恒男（日本建
築学会会長）
西川孝夫（地震防
災総合研究特別研
究委員会委員長）
辻文三近畿支部長
他２２名

淡路大震災５年を顧みて、建物の耐震安全性の向上や、地震に強
い都市・まちづくりがどこまで推進されてきたか、また地震災害の防
止・軽減に関する研究・技術開発の推進はどこまで可能となったか
など特別講演会、報告会、シンポジウムを通して、防災意識の薄
れ、震災体験を風化させないために、改めて都市の防災性向上を
建築界から社会に向け発信する。いま２１世紀を目前にトルコ大地
震、台湾大地震に世界は大きく揺れている。いまこそ専門家、行
政、市民が一体となり都市の総合的な防災計画に取り組み、人間
中心、生活重視の視点から阪神・淡路大震災の教訓を再認識すべ
きである。

2000年1月27日（木）
28日（金）

神戸市国際展示
場２A会議室

２００名 主催：
日本建築学会
近畿支部
地震防災総合研究
特別研究委員会
都市構造防災化小
委員会
後援：兵庫県・神戸
市・神戸国際観光ｺﾝ
ﾍﾞﾝｼｮﾝ協会・神戸市
防災安全公社他団
体

公開研究会（第１回）
東京の防災まちづくりの今

中林一樹他５名 密集市街地の防災を契機としてまちづくりを進めるにあたって、地
域性を重視する必要性と、地区レベルの施策を批判的かつ発展的
に継承させ都市全体に広げることの重要性、その両方向を進める
上での方法論的手がかりを探る議論を行った。

1998年12月21日
（月）13：00～17：30

建築学会会議室 ４０名 主催：
都市構造防災化小
委員会

公開研究会（第２回）
都市復興の課題ー主に事前復興課題
についてー

佐藤隆雄他５名 東京都の２つのマニュアル及び国土庁の事前復興計画の理念・考
え方・課題の報告をベースに、神戸の復興に係わった側からのコメ
ントによって都市復興の課題についての認識を深めることができ
た。

1999年 3月 5日（金）
13:00～17:00

建築学会会議室 ４０名 主催：
都市構造防災化小
委員会

公開研究会（第３回）
木造密集市街地におけるまちづくりの
目標像

糸井川栄一他５名 東京都における防災・居住環境の目標指標や目標値の設定、復興
まちづくりの目標空間像をめぐる考え方・課題の報告をベースに、
木造密集市街地におけるまちづくりの目標像について議論を深め
ることができた。

1999年6月11日（金）
13:15～17:00

建築学会会議室 ５０名 主催：
都市構造防災化小
委員会

公開研究会（第４回）
都市復興の目標像と都市骨格

熊谷良雄他６名 防災都市づくりにおける都市骨格（都市インフラ）づくりの経緯およ
び延焼遮断帯としての都市骨格のあり方、都市復興における都市
骨格のの目標像の策定プロセスと都市インフラ整備、さらには、神
戸市における都市復興の理念とプロセスについての報告を基に、
都市復興の目標像と都市骨格に関する考え方・課題について、議
論を深めることができた。

1999年10月4日（月）
13:15～17:00

建築学会会議室 ２５名 主催：
都市構造防災化小
委員会

公開研究会（第５回）
防災まちづくりの住民合意と実現手法

山本俊哉他７名 密集住宅市街地における共同建て替え事業に焦点をあて、まちづ
くり協議会、民間事業者、地方自治体、コンサルタントのそれぞれ
の立場からの具体的な事例と課題の報告をベースに、事業実施の
住民合意と実現手法について議論を深めることができた。

1999年12月6日（月）
13:30～17:00

建築学会会議室 ８０名 主催：
都市構造防災化小
委員会

公開研究会（第６回）
阪神・淡路大震災復興の５年

林春男他８名 復興に活躍されたまちづくり協議会、コンサルタント、行政、支援組
織などの方々に、個々の地域復興活動を通しての実態面から復興
の計画、事業、合意形成、組織論などを中心に、復興５年の現状・
課題を語っていただき、震災復興の今日を考えた公開研究会と
なった。

2000年1月28日（金）
10:00～17:00

神戸国際展示場
２号館２A会議室

１００名 主催：
都市構造防災化小
委員会

公開研究会（第７回）
都市の地域性と防災都市づくり

星卓志他５名 阪神・淡路大震災以後、とりくみをすすめた都市を題材に、各都市
の防災都市づくりに関わる状況の報告の中から、各都市の「災害
文化」（災害特性、市民生活、や意識などからくる災害に対する取り
組み方の作法）またはわが国の「災害文化」を論述するため、建築
学会の役割を鑑みて、地方都市における防災都市づくりが直面す
る課題をとりあげ、大都市型ではない（不燃化・都市計画道路整備
に依存しない）防災都市づくり・まちづくりの方向性・計画論を見い
だす議論を展開することができた。

2000年6月16日（金）
13:30～17:00

建築学会会議室 ７０名 主催：都市構造防災
化小委員会
共催：HAR基金（阪
神・淡路ルネッサンス
ファンド

公開研究会（第８回）
復興まちづくりへの支援組織と支援基
金－HAR基金の展開を中心に－

中林一樹他６名 復興まちづくりに取り組む住民や住民組織、あるいは行政にとって
「それを支援する組織や資金」の意義の大なることが確認されてき
ている。今回の研究会では、支援の実態がどうであり、どのような
課題が指摘されるのかを概観したのち、具体的事例としてＨＡＲ基
金に焦点を当てて、その設立意図、実際の活動、果たした役割や
課題を報告する。またＨＡＲの意義や問題点を、支援（助成）を受け
た団体側の視点から検討した。

2000年7月25日（火）
13:30～17:00

建築学会会議室 ４０名 主催：
都市構造防災化小
委員会
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公開研究会（第９回）
比較震災復興学
－台湾から何を学び、阪神から何を学
ぶか－

陳　亮　全（台湾大
学）他２名

台湾の地震は、同じアジア文化圏における地震災害であり、その
復興を巡っては、わが国にとっても多くの教訓を学び取らなければ
ならない。
そこには、台湾独自の多くの課題とその対処に加えて、阪神・淡路
大震災からの５年間に試行錯誤で進められていた現代都市社会に
おける復興のあり方から学びとられ、実践されてきた側面もあるの
ではないか。この公開研究会では、これからの現代都市における
地震災害からの復興問題を考えるために、現在進行中ではあるが
台湾地震からの復興から何を学び、同時に６年目に入った阪神・淡
路大震災から都市災害の復興のあり方として何を学ぶべきか、を
テーマに討議を行った。

2000年10月25日(水)
13:30～17:00

建築学会会議室 ３５名 主催：
都市構造防災化小
委員会

公開研究会（第10回）
「21世紀の都市防災・復興方策へ　～
阪神・淡路大震災を超えて～」

中林一樹他９名 20世紀の末に起こった阪神・淡路大震災は、近代が積み重ねてき
た都市防災・都市計画のあり方を根本的に問い直しました。この公
開研究会は、これまで小委員会として継続して行ってきた9回の公
開研究会を総括し、21世紀の都市防災・復興方策のあり方を理論・
実践の両面から明らかにすることを目的に企画した。
　これまで行った9回の研究会を振り返ると、阪神地域やその他の
都市での実態を踏まえつつ討議してきた内容は大きく「防災まちづ
くり・事前復興論」「まちづくり目標・計画制度論」「まちづくり主体・
実践論」に分けられます。本研究会では、これら3つのアプローチか
らの総括を行うとともに、今後の課題も含めた全体のまとめを行っ
た。
　一方、上記3つのアプローチを貫くものとして、2つの視点が浮か
び上がってきました。1つは、これまでとは違う「21世紀の都市防
災・復興方策」の輪郭がわかってきたという点です。2つ目は、いざ
というときに動き出せるだけの総合的な力やそれを維持・向上させ
るための方策に注目すべきだという点です。これら2つを意識しな
がら議論を進めた。

2001年3月27日(火)
13:30～17:00

建築学会会議室 　40名 主催：
都市構造防災化小
委員会

第１回ミニシンポジウム
「地震情報とその地域防災計画へのと
りこみについて」

椎名卓治氏他４名 阪神・淡路大震災以降、総理府地震調査研究推進本部等におい
て、活発に活断層調査、長期的な地震発生確率の評価、余震確率
の評価といった成果があげられ、公表されてきている。こういった地
震情報に、建築学会としどのように対処すべきであろうかといった
命題に対する対応策を検討、提案することで、実際に地域防災計
画を策定される側の方々から、地震調査研究推進本保等より発信
される地震情報をどのように計画策定に取り入れてきたか／取り
入れたらよいかを、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府の事例に
ついて各担当者よりご紹介いただいた。

1999年11月10日
（水）
14:00～17:00

建築学会会議室 ２２名 主催：
地震情報対応策小
委員会

第２回ミニシンポジウム
「地震情報とその地域防災計画へのと
りこみについて」

関根栄二氏他２名 阪神・淡路大震災以降、総理府地震調査研究推進本部等におい
て、活発に活断層調査、長期的な地震発生確率の評価、余震確率
の評価といった成果があげられ、公表されてきている。こういった地
震情報に、建築学会としどのように対処すべきであろうかといった
命題に対する対応策を検討、提案することで、実際に地域防災計
画を策定される側の方々から、地震調査研究推進本保等より発信
される地震情報をどのように計画策定に取り入れてきたか／取り
入れたらよいかを、川崎市、横浜市、小田原市の事例について各
担当者よりご紹介いただいた。

2000年2月14日（月）
14:00～17:00

建築学会会議室 ２０名 主催：
地震情報対応策小
委員会

公開シンポジウム
「防災対策を促す新しい地震保険の構
築に向けて」

八田達夫他５名 防災改修のインセンティブとして働く地震保険を検討し、立案する
予定である。それは対象とする地域の地震被災危険度を評価し、
地域の安全性向上策の程度とその地域の保険料の額をリンクさせ
たものとなるはずである。地域ぐるみで改善すれば保険料が下が
り、放置すれば高いという仕組みを作ろうとするものである。保険料
の設定には地域の地震被災危険度などが公に公開されることが必
要。プライバシーあるいは個人の財産権と絡んで所有不動産の価
値を下げる方向の情報公開は可能な限り避けてきた。それを越え
る論理の構築が待たれる。大勢の参加者から活発な質問があり大
きな成果を得た。

1999年11月1日（月）
13:30－17:00

建築会館ホール ９０名 共催：
防災対策原資小委
員会／保険制度と危
機管理に関する調査
研究特別委員会／
（財）日本学術協力
財団

連続ミニシンポジウム（第１回）
自己責任による改善と社会による補完

山田稔（神戸大名
誉教授）他３名

地震防災総合特別研究委員会防災対策原資小委員会では、今後
予測される大規模地震に備えて、被災後の膨大な出費を抑えるた
めに効果的にな災対策を講じること、そのために必要な原資をどう
調達し、どう配分すべきか、などについて検討してきた。
前回の公開シンポジウムでは、被災後の原資調達と、防災対策の
インセンティブとして働く、新しいタイプの地震保険の提案をした。
引き続き、当小委員会で検討している課題について、会員各位の
参加を得てこれまでに検討された内容をさらに深めていくこととした
い。
今回、その第1回として、特に私有財産である住宅について、防災
対策の自己負担原則と未対策住宅が被災した場合の復旧、救済
のための社会的な費用の発生の考え方、さらに、自らの手で改修
する方向に導くための適確な危険度の情報の公開等についてさま
ざまな角度から検討を行った。

2000年11月1日（水）
13:30～17:00

建築学会会議室 １５名 主催：
防災対策原資小委
員会

連続ミニシンポジウム（第２回）
「地震防災対策を効果的に行うため
に」
「地震危険度の把握と改善のための活
用」

翠川三郎（東京工
業大学教授）他５名

地震防災総合特別研究委員会防災対策原資小委員会では、今後
予測される大規模地震に備えて、被災後の膨大な出費を抑えるた
めに効果的に防災対策を講じること、そのために必要な原資をどう
調達し、どう配分すべきか、などについて検討して来ました。
1999年11月には「防災対策を促す新しい地震保険の構築に向け
て」公開シンポジウムで、被災後の原資調達と、防災対策のインセ
ンティブとして働く、新しいタイプの地震保険の提案を行い、2000年
11月から、当小委員会で検討している課題について、連続ミニシン
ポジウムを企画、第1回として「自己責任による改善と社会による補
完」を開催しました。
今回、改善の動機付けとして重要な地震危険度の評価、特に地域
の地盤の評価とそこに建つ建築群による地域の評価、さらに、大震
火災発生時の避難に関する危険度の評価、などを考え、さらにそ
れらの情報を利用しやすい形で示し、被災危険度の低減に結びつ
ける活用方策まで含め、さまざまな角度から検討するため、第2回
「地震危険度の把握と被災危険度低減のための活用」を主題とす
るシンポジウムを開催した。

2001年１月２２日
（月）13:30～17:00

建築学会会議室 ４０名 主催：
防災対策原資小委
員会
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連続ミニシンポジウム（第３回）
「地震防災対策を効果的に行うため
に」
「震災時の被災危険度低減策を地域
のまとまりで考える－火災延焼防止を
中心に－」

室崎益輝（神戸大
教授）他３名

第３回のミニシンポジウムでは、地域ごとに改善を進めていく動機
付けとして、重要な被災危険度の評価においては、地域の地盤の
地震発生時の挙動の評価とそこに建つ建築群による地域の評価
に加えて、火災発生および延焼による住宅等の生活基盤消滅の危
険度や避難に関する危険度などを正しく評価することが重要と考え
ます。また、個別の建築物、住宅の改善とそれらを含む地域として
の被災危険度の低減への関係を明らかにして、地域全体としての
安全性を高めていくことが望まれます。
今回は火災発生、延焼、避難に関する安全性に着目し、地域の被
災危険度低減に結びつける個別の建築物の現実的な改善の進め
方の可能性まで含め、さまざまな角度から検討した。

2001年３月１２日
（月）13:00～17:00

建築学会会議室 ２０名 主催：
防災対策原資小委
員会

公開シンポジウム
「耐震設計における安全レベルの設定
手法」

濱田信義他４名 性能表示型の耐震設計においては、設計対象の建物がどのような
地震動を受けたとき、どのような状況になるのかを明示する必要が
ある。しかしそれだけでは、建物の物理的な強さを知ることはでき
ても、建設地において供用期間中に実際に地震被害を受けるリス
クの程度は分からない。建築主と設計者とが協議して、個々の建
物ごとに建設地の地震危険度に応じた適切な耐震安全のレベルを
選択するためのツールとして、当小委員会では「耐震メニュー」の
具体化に向かって検討を進めてきた。今年度の成果である「耐震メ
ニューの第２次案」をここに公表し、関係者のご意見やご批判をい
ただいた。

2000年1月21日（金）
13:30～17:00

建築学会会議室 ３０名 主催：
総合耐震安全性小
委員会

公開シンポジウム
「総合的な耐震安全設計の実現をめざ
して」

吉田克之（竹中工
務店）他５名

総合耐震安全性小委員会では、個々の建物の耐震設計に際して、
建築主と設計者とが協議   して適切な安全レベルを選定するため
のツールである「耐震メニュー」の具体化を検討して  きた。被害イ
メージの画像表現の試みなどを含めて、３年間にわたる研究成果
を発表するこ　とにした。

200１年３月２２日
（木）
13:30～17:00

建築学会会議室 80名 主催：
総合耐震安全性小
委員会
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